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1．はじめに

自動車産業の歴史を振り返ると，電気自動車
はガソリン車よりも早く実用化されていた。ま
た，歴史的に 1970年代の 2回にわたるオイル
ショック，1990年代のカリフォルニアの ZEV
（Zero Emission Vehicle）規制が契機で，電気自
動車への関心が高まる時期はあったが，その普
及にはつながらなかった（潘，2024）。

しかし，2023年末現在，中国やタイのよう
な新興国では，電気自動車の普及が急速に進ん
でいるが，日本のような自動車先進国では，電
気自動車の普及は，あまり進まないというリー
プフロッグ（Lee and Malerba, 2017）とも呼ば
れる社会現象が注目を集めている。本研究で
は，「2023年末現在，なぜ中国やタイのような
自動車新興国では，電気自動車の普及は進むの
に，日本などの自動車先進国では，電気自動車
の普及が進まないのか」を検討し，電気自動車
の普及においてリープフロッグ現象が発生する
メカニズムに関する理論構築を目指している。
そのために，まず，諸国での電気自動車の普及
実態を明らかにする必要がある。次に，諸国で
の電気自動車の普及実態を生み出すメカニズム
は何かを検討する必要がある。最後に，諸国で
の電気自動車の普及実態とメカニズムの比較分
析を行い，電気自動車の普及においてリープフ
ロッグ現象が発生するメカニズムに関する理論
枠組みを構築する必要がある。潘（2024）で
は，2023年末時点でのタイの電気自動車の普
及実態とメカニズムについて検討した。
本稿の目的は，MAIS アプローチ（原，

2018；原，2022）という分析枠組みを用いて，
2023年末時点での中国における電気自動車の
普及実態を考察することである。
より具体的には，電気自動車の普及という社
会現象に関係する物的存在（Material entities），
行為主体（Actors），制度的／構造的要因（In-
stitutional/Structural factors）の実態，およびそ
れらの相互作用を探索することである。
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2．先行研究レビュー

2.1 電気自動車普及の課題に関する先行研究
電気自動車の普及に関する先行研究を整理す
ると，電気自動車の普及には，リチウムイオン
電池の資源・材料の供給不足・価格高騰，車載
電池のエネルギー密度向上・安全性・経年劣
化・価格の問題，電気自動車の商品力（充電時
間，航続距離）と価格（購入価格，維持費，リ
セールバリュー），マンション等の充電整備，
公共充電の利便性向上（充電インフラの不足），
中古車の廃棄問題，電源構成の脱炭素化，電力
供給の安定化，自動車メーカーの資金力や開
発・生産能力，不確実な市場需要，サプライチ
ェーン再構築の必要性，既存企業の再生問題な
どの課題が残されていると指摘されてきた
（e.g. 大聖，2020；藤本，2022；経済産業省，
2023）。
電気自動車の普及を実現するためには，上記
の課題をクリアする必要がある。車載電池の原
料（リチウム，コバルトなど），車載電池，電
気自動車，充電インフラ，低炭素化した電源構
成，安定した電力供給といった天然物ないし人
工物が必要不可欠である。上記の人工物の開
発・生産・販売に取り組む行為主体（政府ない
し企業，個人）が必要不可欠である。さらに，
せっかく車載電池・電気自動車・充電インフラ
を開発・生産・販売する行為主体がいても，誰
も車載電池・電気自動車・充電インフラを採
用・利用しないと，ビジネスとして成り立たな
い。そのため，車載電池・電気自動車・充電イ
ンフラを採用・利用する行為主体（消費者・顧
客）も必要不可欠である。したがって，電気自
動車の普及には，車載電池・電気自動車・充電
インフラといった物的存在，車載電池・電気自
動車・充電インフラを開発・生産・販売する行
為主体（政府ないし企業，個人），車載電池・
電気自動車・充電インフラを採用・利用する消
費者・顧客といった行為主体が関わっている。
さらに，車載電池・電気自動車・充電インフラ
の開発・生産に大規模な投資が必要であるにも

かかわらず，消費者・顧客のニーズには多様
性・不確実性・複雑性が伴っている。そのた
め，国・政府による電気自動車の供給側・需要
側両面に対する支援策も電気自動車の普及にと
って重要である。

2.2 中国における電気自動車の普及要因に関
する先行研究

近年，中国における電気自動車の普及要因に
関する研究は盛んに行われている。その中で，
中国における電気自動車の普及は，中国政府の
産業政策に由来している（e.g. 湯，2021；藤
本，2022）との指摘が多い。例えば，藤本
（2022）は，中国の電気自動車の普及は強力な
政府支援と関わっていると指摘する。周ほか
（2020）は，直接的補助金の補助及び間接的な
インセンティブ政策は中国における電気自動車
の普及において重要な役割を果たしたと指摘す
る。Kalthaus and Sun（2021）は，金銭的イン
センティブと非金銭的インセンティブ，公共充
電インフラ，地域の環境条件が，電気自動車の
普及に影響を与えると明らかにした。Lie et al.
（2017）は総発電電力量に占める再生可能なエ
ネルギーの割合，充電ステーション導入量，教
育レベル，人口密度，ガソリン価格は，電気自
動車の普及要因となりうると指摘する。
また，実務界でも，中国製電気自動車の競争
力は中国政府の補助金によって不当な価格が抑
えられた結果である，との指摘がある一方，中
国国内では，中国での電気自動車の普及は，中
国の車載電池・電気自動車メーカーの技術力の
高さに由来する，との論調が多い。
このように，中国における電気自動車の普及
に関しては，学界でも実務界でも社会決定論と
技術決定論的な見解が顕著である。例えば，中
国の電気自動車の普及は，中国政府の産業政策
に由来するという見方は「社会的な要因が技術
の形成を規定すること」（宮尾，2017）を意味
し，ある意味社会決定論的な見解である。ま
た，「中国における電気自動車の普及は，中国
の車載電池・電気自動車メーカーの技術力の高
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さによるものである」という見方は，「技術は
組織の外で独自の論理に沿って発展し，組織に
影響を与える」（宮尾，2013）という技術決定
論的な見解である。そこには，行為主体の利害
関心や行動，行為主体と物的要因と制度的／構
造的要因の相互作用が見落とされている。
具体的には，中国政府の産業育成策はどのよ
うなメカニズムで中国での電気自動車の普及を
促進あるいは制約しているのか，が不明のまま
である。電気自動車の普及には，車載電池の原
料（リチウム，コバルトなど），車載電池，電
気自動車，充電インフラ，電源構成，電力供給
などの物的存在の課題がある。こうした物的存
在の課題を解決するためには，物的存在の開
発・生産・販売に取り組む行為主体が必要であ
る。中国では，どのような行為主体が車載電
池・電気自動車・充電インフラの開発・生産・
販売，電源構成の低炭素化・電力供給の安定化
に取り組んでいるのか。これらの行為主体は，
どのような利害関心で車載電池・電気自動車・
充電インフラの開発・生産・販売，電源構成の
低炭素化・電力供給の安定化のような行動をと
っているのか，また，これらの行為主体は，な
ぜ車載電池・電気自動車・充電インフラの開
発・生産・販売，電源構成の低炭素化・電力供
給の安定化ができるのか，中国政府はどのよう
な電気自動車の産業育成策をとっているのか，
中国政府はどのような利害関心を持って電気自
動車の産業育成に取り組んでいるのか，なぜ中
国政府が電気自動車の産業育成を行うのか，な
ぜ中国政府が，電気自動車の産業育成を実現で
きるのか，中国政府の産業育成策と行為主体と
物的存在とその他の制度的／構造的要因の間に
はどのような相互作用があるのか，などの論点
が欠如している。

3．分析枠組みと
リサーチクエスチョン，研究方法

3.1 分析枠組みとリサーチクエスチョン
本研究では，電気自動車の普及に関しての単
純な技術決定論あるいは単なる社会決定論を乗

り越えて，政府，企業，消費者・顧客が電気自
動車を能動的に管理するための基盤を作ろうと
している。原（2018）でも指摘するように，す
べての社会現象が，物的存在，行為主体，制度
的／構造的要因の相互作用的な関係から成り立
つとみなすことができる。社会現象を分析する
際に物的存在，行為主体，制度的／構造的要因
という要素に注目すべきである。「なぜなら，
社会を人間と人間との関係と定義したときに，
物的存在や制度的／構造的要因の介在や影響を
受けない人間と人間の関係を想起することがで
きなくなっているからである。歴史を通じて社
会が形成し蓄積してきた人工物や制度的／構造
的要因は，規模や影響力においても，複雑性に
おいても，もはや度外視できないまでに増大し
た。現在の社会現象には必ず行為主体のみなら
ず物的存在や制度的／構造的要因も関わってい
るのである」（原，2018，p.12）
本研究では，電気自動車の普及に関係する行
為主体，物的存在，制度的／構造的要因の実態
と相互作用を解明することで，行為主体（政
府・企業・消費者・顧客）による電気自動車の
能動的管理に寄与することを目指す。したがっ
て，本研究の分析は，MAIS アプローチという
分析枠組みを用いた。
電気自動車の普及という社会現象には，車載
電池の原料（リチウム，コバルトなど），車載
電池，電気自動車，充電インフラ，低炭素化し
た電源構成，安定した電力供給といった天然物
ないし人工物が必要である。2023年末時点で
の中国での電気自動車の普及実態を分析するに
あたって，第 1に，中国での電気自動車の普及
に関わる諸物的存在の実態を検討する必要があ
る。具体的には，2023年末時点での入手可能
な車載電池，電気自動車，充電インフラ，電源
構成，電力供給の特徴を整理することが求めら
れる。
第 2に，車載電池，電気自動車，充電インフ
ラ，電源構成，電力供給などの人工物を生み出
すには，車載電池・電気自動車・充電インフラ
の開発・生産・販売，電源構成の低炭素化，電
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力供給の安定化に取り組む行為主体（政府，企
業ないし個人など）が必要である。行為主体に
は，固有の（集団的行為主体の場合には，共有
されたか公認された）利害関心や意志，意味付
け，リフレキシビティ（自己認識と判断能
力），エージェンシー（世界への介入能力）が
伴う（原，2022）と指摘される。つまり，中国
での電気自動車の普及に関わる行為主体の利害
関心や行動の実態を検討することが求められ
る。具体的には，「どのような行為主体がどの
ような利害関心でどのような電気自動車の産業
育成策を打ち出しているのか」，「どのような行
為主体がどのような利害関心で車載電池・電気
自動車・充電インフラの開発・生産・販売に取
り組んでいるのか」，「どのような行為主体がど
のような利害関心で電気自動車を採用している
のか」，などを明らかにする必要がある。
第 3に，行為主体の利害関心や行為は，制度
的／構造的要因によって制約されたり増強され
たりする。また，制度的／構造的要因は，異な
る行為主体によって異なる意味を付与され，異
なる利用方法が取られる可能性がある（原，
2022）。行為主体の利害関心や行為と相互作用
する制度的／構造的要因の実態も明らかにする
必要がある。中国政府の電気自動車産業の本格
的始動は，2009年から始まっている。したが
って，2009年までの中国の自動車産業の歴史
的変遷を整理し，その時点での物的存在，行為
主体，制度的／構造的要因の実態を明らかにす
ることも研究課題の一つである。紙幅の制限
上，これを今後の研究課題とする。
以上の議論を踏まえて，本稿では，以下の 3
つのリサーチクエスチョンを設定した。

RQ1：2023年時点での中国における電気自
動車の普及に関わる物的存在の実態はどの
ようになっているのか。

RQ2：2023年時点での中国における電気自
動車の普及に関わる行為主体の実態はどの
ようになっているのか。

RQ3：2023年時点での中国における電気自

動車の普及に関わる制度的／構造的要因の
実態はどのようになっているのか。

3.2 研究方法
本稿では，『中国汽車工業発展報告（2023）』，

『中国汽車工業年鑑（2023）』，『中国新能源汽車
産業発展報告（2023）』，中国汽車工業協会の公
式 HP，車載電池・電気自動車・充電インフラ
の開発・生産・販売を行う企業各社の公式
HP，など各種公式公開資料を参照にデータを
収集した。
分析のプロセスとして，まず，中国の電気自
動車の普及に関わる物的存在，行為主体，制度
的／構造的要因を識別した。中国の電気自動車
の普及に関係する重要な物的存在として，車載
電池・電気自動車・充電インフラ・電源構成・
電力供給に着眼点を置いた。また，中国の電気
自動車の普及に関係する行為主体として，電気
自動車の産業育成に取り組む中国政府，電気自
動車の開発・生産・販売に取り組む中国企業，
電気自動車を採用する中国の消費者・顧客に焦
点を絞った。最後に，中国政府，中国企業，中
国の消費者・顧客の利害関心や行為に影響を与
える制度的／構造的要因を特定した。

4．分析と考察

4.1 中国の電気自動車の普及実態の概要
中国政府は，2009年頃から新エネルギー車
の本格支援策を始動している。中国では，電気
自動車（BEV: Battery Electric Vehicle），プラグ
イン・ハイブリッド車（PHEV: Plug-in Hybrid
Electric Vehicle），燃料電池自動車（FCV: Fuel
Cell Vehicle）を新エネルギー車（NEV: New
Energy Vehicle）と定義されている。
図 1は，中国における燃料電池自動車，プラ
グイン・ハイブリッド車，電気自動車，自動車
の販売台数及び電気自動車の自動車販売に占め
る割合の推移について表している。新エネル
ギー車の中でも，特に電気自動車の販売台数は
2013年より，徐々に伸び始めている。2020年
以降，新エネルギー車，特に電気自動車の販売
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台数及びその自動車販売に占める割合は，急激
に増加し，電気自動車市場が急速に成長した。
2023年の中国での新エネルギー車の販売台数
は，前年比 37.9％増の 949.5万台で，自動車販
売台数全体の 31.6％を占めた。そのうち，電
気自動車の販売台数が 24.6％増の 668.5万台
で，プラグイン・ハイブリッド車の販売台数
は，84.7％増の 280.4万台だった。このよう
に，中国の電気自動車市場の形成は 2013年頃

から始まり，2020年より急速に成長した。電
気自動車の増加は，中国の新エネルギー車市場
全体の伸びを牽引してきた。したがって，本稿
では，新エネルギー車の中でも，特に電気自動
車に着眼点を置いた。
しかし，保有台数（図 2）の視点からみる
と，2023年時点の中国での自動車の保有台数
は，33618万台で，1000人あたりの自動車の保
有台数は，240台である。そのうち，電気自動

図 1 中国の FCV，PHEV，BEV，自動車の販売台数の推移及び

電気自動車の自動車販売に占める割合の推移
出所：『中国汽車工業年鑑（2023）』，『中国新能源汽車大数据研究報告（2023）』，中国汽車工業協会の

データをもとに筆者作成

図 2 中国全体の自動車保有台数，1000人あたりの自動車の保有台数の推移

出所：全体の自動車保有台数：1991～2000年は，『1991～2010中国汽車工業史』のデータ，2001～
2023年は，中国国家統計局のデータ。1000人あたりの保有台数は，『中国汽車工業年鑑
（2023）』，『中国汽車工業改革開放 30周年回顧与展望）』のデータ，2023年の 1000人あたりの保
有台数は，筆者が計算。2023年の電気自動車，自動車の保有台数は，中国公安部の公式発表の
データ。
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車の保有台数は，1552万台で，保有率は，わ
ずか 4.6％にとどまっている。このように，電
気自動車の保有台数，保有率を見ると，中国の
電気自動車市場はいまだに初期市場の段階で，
メインストリーム市場の段階には入っていない
といえる。
以上のように，中国での電気自動車の普及
は，2013年から徐々に始まり，2020年より急
速に進展した。ただ，2023年末時点で，中国
での電気自動車の普及はいまだに初期市場の段
階で，メインストリーム市場の段階には入って
いない。ここから，物的存在，行為主体，制度
的／構造的要因の視点から，2023年時点での
中国での電気自動車の普及実態を考察してい
く。

4.2 物的存在からみた中国の電気自動車の普
及実態

4.2.1 電気自動車
上述のように，2023年の中国での電気自動
車の年間販売台数は，668.5万台で，2023年時
点での中国での電気自動車の保有台数は 1552
万台である。このような実態を生み出すには，
まず電気自動車という物的存在が必要不可欠で

ある。
中国における電気自動車販売台数上位 10モ
デルのランキング（2023年）（表 1）を見ると，
上位 10モデルは，合計で全体市場シェアの
46.5％を占めている。ランクインしているモデ
ルは，Model Y, Model 3以外に，すべてが中国
系の自動車メーカーが発売しているモデルであ
る。このように，中国の電気自動車市場には，
既存の国有自動車メーカー，既存の民営自動車
メーカー，新興自動車メーカーなどの参加者が
存在する。資料調査によると，2023年時点で，
中国で入手可能な電気自動車のモデル数は，
300 近 く あ る（ International Energy Agency,
2023）。アメリカのモータリゼーションは，T
型フォードという単一モデルの大量生産・大量
販売・大量消費が特徴であった。それと比較す
ると，中国の電気自動車市場では，単一モデル
ではなく，車種・ブランド，航続距離，発売
年，価格などに多様性が見られた。
さらに，中国における電気自動車の価格帯別
のシェアの推移は図 3のとおりである。価格帯
別にみると，中国の電気自動車市場で販売され
ている電気自動車の価格帯にも多様性が見られ
た。その中で，特に，5万元～20万元の価格帯

表 1 中国における電気自動車販売台数上位 10モデル（2023年）

順位 モデル名 メーカー／ブランド 販売台数
（万台）

シェア
（％）

航続距離
（km） 発売年

1 Model Y Tesla 45.69 9.3 400～550 2020

2 Dolphin BYD Auto 28.60 5.8 400～550 2021

3 Yuan PLUS BYD Auto 28.25 5.7 400～550 2022

4 Wuling Hongguang MINI EV Wuling 23.69 4.8 150～200 2020

5 Seagull BYD Auto 22.07 4.5 300～350 2023

6 AION Y AION 20.39 4.1 400～550 2021

7 Wuling Binguo Wuling 16.37 3.3 150～200 2023

8 AION S AION 15.08 3.1 400～550 2019

9 Model 3 Tesla 14.73 3.0 400～500 2017

10 Lumin CHANGAN Auto 14.29 2.9 150～200 2022

出所：中国自動車流通協会自動車市場研究分会（乗用車市場情報聯席会）のデータをもとに筆者作成
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の電気自動車の市場シェアが大きい。一方，近
年，25万元以上の価格帯の電気自動車の市場
シェアも年々上昇している。このように，中国
の電気自動車市場で販売されている電気自動車
は，単なる低価格モデルだけではなく，低価
格・中価格・高価格のモデルが混在している。
また，電気自動車の航続距離別のシェアの推
移（図 4）を見ると，中国では，航続距離が
400km 以上の電気自動車の市場シェアは年々
上昇している。ただ，航続距離が 200km 以下
の電気自動車の市場シェアは，2022年には減

少したが，2022年時点で，市場シェアの 15.1
％を占めている。このように，中国の電気自動
車市場では，航続距離が長い車と航続距離が短
い車が混在しているという特徴も見られた。
さらに，電気自動車の航続距離の信頼性（図

5）については，地域によって若干の変動があ
るが，すべては 1を下回っていることが読み取
れる。航続距離の信頼性とは，理論上の航続距
離と実際の航続距離の一致度である。つまり，
中国の電気自動車市場での電気自動車の理論上
の航続距離と実際の航続距離に乖離がみられる

図 3 中国における電気自動車の価格別のシェアの推移

出所：『中国汽車工業年鑑（2023）』のデータをもとに筆者作成

図 4 中国における電気自動車の航続距離別のシェアの推移

出所：『中国新能源汽車大数据研究報告（2023）』のデータをもとに筆者作成
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が，中国政府，中国企業，中国の消費者・顧客
はこれを許容していると解釈できる。なぜ，中
国政府，中国企業，中国の消費者・顧客は電気
自動車の航続距離の信頼性問題を許容している
のだろうか。『中国新能源汽車大数据研究報告
（2023）』によると，2022年の中国の自動車の 1
日あたりの走行距離の平均値は自家用車で
36.07km，公共タクシーで 193.23km，公共バス
で 145.85km である。電気自動車の航続距離が

理論上の航続距離を達さなくても，消費者・顧
客の普段使いでは問題とならないと読み取れ
る。
最後に，新エネルギー車の 1日あたりの平均
故障率と故障レベル別の内訳（図 6）をみる
と，中国での新エネルギー車の 1日あたりの平
均故障率は年々下がっている。しかし，2022
年時点でその 1日あたりの平均故障率は，5％
を上回っている。日本の場合，新発売された自

図 5 中国の地域別の電気自動車の航続距離の信頼性の平均値の比較（2022年）

出所：『中国新能源汽車大数据研究報告（2023）』のデータをもとに筆者作成

図 6 新エネルギー車の 1日あたりの平均故障率と故障レベル別の内訳の推移

注：新エネルギー車のデータとなっているが，電気自動車の故障率も同じ傾向が推測される。①一級故
障：車の正常走行に影響を与えないレベルの故障，②二級故障：車の性能に影響を与えるかつ車の
走行制限が必要な故障，③三級故障：早急に走行停止あるいは支援を請求する必要がある故障

出所：『中国新能源汽車大数据研究報告（2023）』のデータをもとに筆者作成
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動車で 1日あたりの平均故障率が 5％を上回っ
た場合，自動車メーカーのリコールや，国土交
通省の指摘，消費者・顧客の批判等が想定され
るが，一方，中国では，中国政府も中国企業も
中国の消費者・顧客もあまり問題視とされてい
ない。むしろ，新製品が発売当初に故障をする
のは仕方がない，後から徐々に改善できれば良
いというような考え方がある。
以上のように，2023年時点で中国の電気自
動車市場での電気自動車の特徴として，①モデ
ル・メーカー／ブランド・航続距離・価格帯な
どに多様性がみられる，②電気自動車の航続距
離の信頼性問題や故障率の問題はいまだにある
が，徐々に品質改善されつつある，③既存国有
自動車メーカー，既存民営自動車メーカー，新
興自動車メーカー，などの行為主体が電気自動
車の開発・生産・販売を行っている，があげら
れる。一方，既存国有自動車メーカー，既存民
営自動車メーカー，新興自動車メーカーはそれ
ぞれどのような利害関心で電気自動車の開発・
生産・販売に取り組んでいるのか，これらの行
為主体はなぜ電気自動車の開発・生産・販売が
できるのか，といった疑問点が残されている。

4.2.2 車載電池
電気自動車の普及課題として，車載電池の価
格・エネルギー密度，安全問題，劣化問題，が
数多くの研究で指摘されてきた。車載電池に
は，三 次 元 電 池 と LFP（Lithium Iron Phos-
phate：リン酸鉄リチウムイオン）電池がある。
三次元電池は，エネルギー密度が高いが，高価
な素材を利用するため，生産コストが高いとい
う懸念点がある。一方，LFP 電池は，安価で
安全性が高い，寿命が長い，技術進歩によりエ
ネルギー密度が高くなったという利点がある。
図 7でも示しているように，中国の車載電池市
場では，LFP 電池の市場シェアが徐々に拡大
している。にもかかわらず，車載電池のエネル
ギー密度の平均値は，徐々に上がっている。こ
のように，中国の車載電池市場での車載電池の
エネルギー密度が徐々に改善されているが，そ
の価格も低下している。その結果，電気自動車
の価格の引き下げ，電気自動車の航続距離の延
長，充電時間の短縮化につながっている。
中国における車載電池メーカーの出荷量とシ
ェアの上位 10社（表 2）を見ると，2023年時
点で寧徳時代（CATL）と比亜迪（BYD）の 2
社の市場シェアは，市場全体の 70.32％を占め

図 7 中国におけるタイプ別の車載電池のシェアの推移
車載電池のエネルギー密度の平均値の推移

出所：『中国新能源汽車大数据研究報告（2023）』のデータをもとに筆者作成
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ている。このように，中国の車載電池の市場集
中度が高い。中国市場で販売されている車載電
池は，主に，中国の車載電池メーカーの CATL
と BYD の 2社に供給されている。
一方，CATL，BYD といった車載電池メー
カーは，どのような利害関心を持ち車載電池の
開発・生産・販売を行っているのか，なぜ車載
電池の開発・生産・販売ができるのかといった
疑問点が残されている。

4.2.3 充電インフラ
充電インフラの不足問題も電気自動車の普及
課題の一つとしてよく指摘されている。中国で
の充電インフラ数の推移（図 8）を見ると，中
国では，家庭用充電ステーション，公共充電ス
テーションがともに増加している。特に 2021
年前後より，家庭用の充電ステーションは急激
に増加した。中国の家庭用の電圧は，220V
で，家庭用の充電ステーションの設置は比較的
行いやすいという制度的／構造的要因は，この

表 2 中国における車載電池メーカーの出荷量とシェア（上位 10社，2023年）

順位 企業名 設立年 出荷量（GWh） シェア（％）

1 寧徳時代（CATL） 2011 167.1 43.11

2 比亜迪（BYD） 1995 105.48 27.21

3 中創新航科技 2015 32.9 8.49

4 億緯 能 2001 17.26 4.45

5 国軒高科 1995 15.91 4.10

6 蜂巣能源 2018 8.69 2.24

7 LG エナジーソリューション 2020 8.34 2.15

8 欣旺達 1997 8.3 2.14

9 孚能科技 2009 5.94 1.53

10 正力新能 2019 5.39 1.39

出所：中国汽車動力電池産業創新連盟などのデータをもとに筆者作成

図 8 中国の充電インフラ数の推移

出所：『中国汽車工業年鑑（2023）』『中国新能源汽車大数据研究報告（2023）』のデータをもとに筆者作成

４２ 経 営 学 論 集 Vol.64 No.2・3



図 9 中国の公共充電ステーションの平均出力容量の推移

出所：『中国汽車工業年鑑（2023）』，『中国新能源汽車大数据研究報告（2023）』のデータをもとに筆者作成

図 10 中国のバッテリー交換ステーションの保有台数の推移

出所：『中国汽車工業年鑑（2023）』，『中国新能源汽車大数据研究報告（2023）』のデータをもとに筆者作成

図 11 中国における石炭火力発電と自然エネルギー発電の設備容量の比較（2009年と 2023年）

出所：中国国家能源局（2010）「2009年全国電力工業統計データ」と中国国家
能源局（2024）「2023年全国電力工業統計データ」をもとに筆者作成
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現象を促進している。さらに，中国での公共充
電ステーションの数平均出力容量も年々増加さ
れつつある（図 9）。バッテリー交換ステーシ
ョンの数（図 10）も年々増加し続けている。
では，中国でのこれらの充電インフラの開
発・生産・販売を行う行為主体は誰なのか，行
為主体はどのような利害関心を持って充電イン
フラの開発・生産・販売に取り組んでいるの
か，制度的／構造的要因はどのように行為主体
の利害関心・行動に影響を及ぼしているのか，
などの疑問が残されている。
4.2.4 電源構成と電力供給量
電気自動車の普及課題として，電源構成の低
炭素化と電力の安定といった課題も指摘されて
いる。図 11からわかるように，2009年と比べ
ると，2023年現在，中国では，電源構成の低
炭素化と電力供給の安定化が急激に進んだ。火
力発電，水力発電，原子力発電，風力発電，太
陽光発電の発電量は，2009年と比較すると全
て増加している。このように，中国では，電源
構成の低炭素化と電力供給の安定化が進んでい
る。電源構成の低炭素化と電力供給の安定化を
実現するためには，これらに取り組む行為主体
の努力は必要不可欠である。調べたところ，中
国政府は，電源構成の低炭素化と電力供給の安
定化に取り組んできた。中国政府はどのような
利害関心で電源構成の低炭素化と電力供給の安
定化に取り組んできたのか，具体的にどのよう
な対策をとったのかといった疑問点が湧いてく
る。本稿では，紙幅の制限上，この論点につい
ての検討を今後の課題とする。

4.3 行為主体から見た中国の電気自動車の普
及実態

4.3.1 電気自動車の産業育成を行う中国政府
中国政府は，2009年から本格的に新エネル
ギー車の産業育成策を始めている。李（2024）
は中国政府が新エネルギー車の技術開発，産業
育成と普及を国家戦略として推進している理由
を以下のように説明している。第 1に，高度経
済成長で中国での自動車保有台数が急進した。

第 2に，自動車の普及に伴い，石油需要が急増
し，石油輸入の拡大によるエネルギー安全保障
問題が顕在化していた（物的存在：石油の貯蔵
量）。鉄道輸送など公共輸送手段の充実，自動
車の燃費改善，HV（Hybrid Vehicle）や PHEV
の導入拡大，小型車へのシフトなどの石油の消
費抑制に有効であるが，消費をゼロに抑える対
策ではない。究極な石油安全保障問題の解決策
は，石油を使わない BEV と FCV の普及と認
識されている。第 3に，内燃機関車は排ガスに
よる大気汚染問題と地球温暖化問題をもたら
す。省エネルギーや再生可能エネルギーの導入
拡大，NEV 普及などの脱炭素化対策は，エネ
ルギー安全保障問題や大気汚染問題などを同時
に解決でき，また，国際競争力のある低炭素産
業の育成を通じて，持続可能な発展に不可欠な
支柱産業を手に入ることができると認識されて
いる（李，2024）。湯（2021）は，中国地場企
業はこれまでの内燃機関車では日米欧企業に追
いつくことはできないものの，電気自動車なら
日米欧企業とも差がなく，同じスタートライン
に立てる。電気自動車シフトに伴い高度な製造
技術を求める部品が大幅に減少するだけではな
く，中国政府は日米欧企業に劣後する機械工学
の領域から一歩飛びで電動化と IT（Informa-
tion Technology）技術を融合するとう発展戦略
で競争優位の構築を図ろうとしていると指摘す
る。
以上のように，中国政府は，①エネルギー安
全保障対策，②大気汚染問題対策，③地球温暖
化対策，④電気自動車で自動車先進国にキャッ
チアップし，自動車強国になりたいという利害
関心から，電気自動車をはじめ新エネルギー車
の産業育成策を始動した。その産業育成策の具
体的な年表は表 3の通りである。
本稿では，ジェトロ（2023）を参照に，中国
政府の新エネルギー車の産業育成策を 3つの段
階に分類した（表 4）。
2009年～2015年は，産業化・市場導入推進
期である。この時期の特徴として，中国政府
は，戦略的進行産業としての NEV の育成策を
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表 3 中国政府の新エネルギー車の産業支援策の年表

国・地方政府の支援策

2009 中国の NEV 政策の本格始動。北京や上海などの 13都市で公共バスやタクシーを中心とする NEV 推
進の開始

2010 公共セクターの NEV の購入補助金，実施都市を 20都市まで増やす，個人向けの NEV 補助金政策の
開始

2012 中国初の NEV 発展規画。BEV, PHV, FCV を NEV として定義し，2020年には NEV 保有台数が 500
万台に達するとされていた

2014 中国政府は，「NEV シフトこそ中国自動車強国への唯一の道」と公言，国策として NEV 産業の育成
を行う
需要側：①2013年 NEV 補助金制度の開始。国の補助金制度＋各地方政府がメーカーに対して補助金
を別途支給する形で，NEV 販売支援を行う（累計額は，2013年～2020年の 8年間に約 5兆円）＋新
エネ車購入税（購入価格の 10％相当）の免除，交通規制の対象外となる NEV 専用ナンバープレー
トの配給，充電スタンドの整備に伴う補助金制度の導入などの需要喚起策

2015 主要部品から完成車まで産業サプライチェーンの構築

2017 供給側：乗用車メーカーに対する CAFC（平均燃費消費）規制と NEV 規制のダブルクレジット政
策。罰則付きの燃費低減及び NEV 生産義務により自動車業界の NEV シフトを促す

2018 新エネルギー車の外資自動車メーカー規制の撤廃

2020 2035年をめどに新車で販売するすべての車を環境対応車にする，車載 IC や動力電池素材など技術的
課題，重要鉱物資産の確保の奨励，公共エリアで使用される自動車の全面的電動化，燃料電池車の商
用化を促進する
商用車の外資自動車メーカー規制の撤廃

2022 EV を対象とする購入補助金の終了，乗用車の外資自動車メーカー規制の撤廃

2023 サプライチェーンの強靭化，農村部の BEV 普及，購入税の免除の終了

出所：各種資料を参照に筆者作成

表 4 中国政府の新エネルギー車支援策の区分

時期 特徴 新エネルギー車の支援策

産業化・市
場導入推進
期（2009～
2015年）

戦略的進行産業
としての NEV
育成策の始動

需要側：「十城千両」プロジェクト（公共部門の電動バス・タクシー購入に対
する補助金の支給），公共機関による NEV 調達の段階的拡大，要件を満たす
NEV を購入した消費者に対する補助金の支給，車両取得税の免税，ナンバー
プレート規制の緩和，走行制限・購入台数制限の緩和，NEV 専用車線の敷設，
NEV の有料道路の通行料金や駐車料金の割引，地方都市でのナンバープレー
トの免除，低速 BEV の運転免許の免除，など
供給側：ダブルクレジット規制，補助金，税制上の優遇，など，（充電インフ
ラ）：奨励金・補助金≒必要な設備投資費用，など

産業発展拡
大期（2015
～2020年）

サプライチェー
ン構築，技術掌
握を強く意識

物的存在：コア技術の課題克服，制度的／構造的要因：スマート自動車の標
準・認証体系の構築，自動運転の責任に関する法体系の構築

産業調整期
（2020年
～）

生産過剰と市場
の歪みの調整，
技術課題の明示

需要側：ナンバープレート規制の緩和，車両取得税優遇の延長，自動車の買い
替え支援，家庭用充電器の無償提供，農村部への NEV 普及支援，など
供給側：コア技術の生産工場やインフラの整備，充電インフラ設備の整備，中
国から欧州までつながる貨物鉄道での NEV 及び電池輸送の推進，バッテリー
交換車両の開発促進，など

出所：ジェトロ（2023）「調整期を迎えた中国 NEV 産業，政策転換は市場拡大前の 2020年」を参照に作成
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始動した。具体的には，需要側，供給側にさま
ざまな支援策を打ち出した。例えば，需要側に
対して，「十城千両」プロジェクト（公共部門
の電動バス・タクシー購入に対する補助金の支
給），公共機関による NEV 調達の段階的拡大，
要件を満たす NEV を購入した消費者に対する
補助金の支給，車両取得税の免税，ナンバープ
レート規制の緩和，走行制限・購入台数制限の
緩和，NEV 専用車線の敷設，NEV の有料道路
の通行料金や駐車料金の割引，地方都市でのナ
ンバープレートの免除，低速 BEV の運転免許
の免除，などの支援策を打ち出している。さら
に，電気自動車の供給側に対して，ダブルクレ
ジット規制，補助金，税制上の優遇，など，充
電インフラの供給側に対して，奨励金・補助金
（≒必要な設備投資費用）などの支援策を打ち
出している。このように，中国政府の産業育成
策は，①車載電池・電気自動車・充電インフラ
を開発・生産・販売する企業の意欲・資金力を
促進する。②消費者・顧客の電気自動車を採用
する意欲を促進する。
2015年から 2020年までの時期は，産業発展

拡張期である。この時期に，中国政府は，コア
技術の課題克服，スマート自動車の標準・認証
体系，自動運転の責任に関する法体系の構築を
始めた。このように，中国政府の産業育成策
は，電気自動車という物的存在に関連するコア
技術課題の克服を促進する。
2020年から現在（2023年末）に至るまでの
時期は，産業調整期である。中国政府は，需要
側（消費者・顧客）に対してナンバープレート
規制の緩和，車両取得税優遇の延長，自動車の
買い替え支援，家庭用充電器の無償提供，農村
部への NEV 普及支援，などの支援策を打ち出
している。供給側（車載電池・電気自動車・充
電インフラを開発・生産する企業）に対して，
コア技術の生産工場やインフラの整備，充電イ
ンフラ設備の整備，中国から欧州までつながる
貨物鉄道での NEV 及び電池輸送の推進，バッ
テリー交換車両の開発促進などの支援策を打ち
出している。この時期でも，中国政府の産業育

成策は，①車載電池・電気自動車・充電インフ
ラを開発・生産・販売する企業の意欲・資金力
を促進する。②消費者・顧客の電気自動車を採
用する意欲を促進する。
このように，中国政府は，中国の電気自動車
市場，中国の車載電池・電気自動車・充電イン
フラの供給状況等に合わせて，電気自動車の供
給側・需要側に対する各種支援策を柔軟に変え
てきた。
中国政府は，中国の車載電池・電気自動車・
充電インフラを開発・生産・販売を行う企業に
対して，補助金・支援金，税制上の優遇策，新
エネルギー車生産の義務化を要求するダブルク
レジット規制などの電気自動車産業の育成策を
とることで，彼らの意欲や資金力を促進する。
その結果，車載電池・電気自動車・充電インフ
ラといった物的存在の開発・製造・販売につな
がる。
中国政府は，消費者・顧客に対して，補助金
の支給，車両取得税の免税，ナンバープレート
規制の緩和，走行制限・購入台数制限の緩和な
どの電気自動車産業の育成策を取ることで，消
費者・顧客の電気自動車の利用意欲を促進す
る。
中国政府は，電気自動車産業を育成するため
に，緩やかな規制で新ビジネスを後押しすると
いう政策をとっている。具体的には，まず実験
的に参入を認め，問題が表面化したら規制をす
るようにしている。例えば，電気自動車市場が
形成される当初は，その航続距離の信頼性の問
題や故障率の問題，低速の電気自動車のナン
バープレートや免許の免除，などを許容してい
るという特徴が見られた。
4.3.2 車載電池・電気自動車・充電インフラの

開発・生産・販売を行う企業
（1）車載電池の開発・生産・販売を行う企業
本稿では，二次資料参照に CATL，BYD な
どの車載電池メーカーの資金力や開発・生産能
力の特徴を整理した（表 5）。その結果，これ
らの企業の資金力は，主に①既存事業での資本
蓄積，②政府の補助金，③外部からの資金調達
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によって賄っている。次に，これらの企業の開
発能力は，主に，①既存事業での技術蓄積，②
産学官連携等による共同研究開発，③大量な研
究開発人員の採用，④積極的な研究開発投資な
どによって得られている。最後に，これらの企
業の生産能力は，①積極的な生産設備投資，②
最新設備と生産方式による大量生産，③大量生
産・大量販売によるコスト削減・資本蓄積，な
どによって達成される。このように，中国の車
載電池メーカーの開発・生産能力は，中国政府
の産業育成策（優遇政策の対象となる BEV は
車載電池を中国企業から調達することを義務付
けられている），大量な研究開発人員の採用可
能性，最新設備と生産方式の調達可能性といっ
た制度的／構造的要因によって促進されたり制
約されたりする。

（2）電気自動車の開発・生産・販売を行う企業
中国で電気自動車など新エネルギー車を生産
する企業は，約 300社に及ぶと言われている。
これらの企業を，既存の国有自動車メーカー，
既存の民営自動車メーカー，新興の自動車メー
カーという 3つのグループに分けられる。本稿
では，二次資料を参照に，電気自動車の開発・
生産・販売を行う主要な中国の既存の国有自動
車メーカー，既存の民営自動車メーカー，新興
の自動車メーカーの資金力，開発・生産能力，
車載電池の確保方法，などについて整理した。
2023年末時点で，中国で電気自動車の開
発・生産・販売を行う主要な既存の国有自動車
メーカーは表 6にあげられている企業である。
これらの企業の資金力，開発・生産能力，車載
電池の確保方法の共通点を整理した。第 1に，
資金力は，既存事業による資本蓄積，政府によ
る補助金によって担保される，②開発能力につ

表 5 中国における車載電池メーカーの出荷量とシェア（上位 10社，2023年）

順位 企業名 設立年 出荷量
（GWh）

シェア
（％） 開発・生産・調達能力等の特徴

1 寧徳時代
（CATL）

2011 167.1 43.11 ①家電用リチウムイオン電池の資本蓄積，技術蓄積，②産官学
連携による共同開発，③大量な研究開発人員の採用，④最新設
備と生産方式による大量生産，⑤複数社の部材メーカーからの
部材の安定供給，⑥複数社へ BEV メーカーへの車載電池の供
給

2 比亜迪
（BYD）

1995 105.48 27.21 ①携帯電話や蓄電池事業の資本蓄積，技術蓄積，②他社との共
同開発，③大量な研究開発人員の採用，④最新設備と生産方式
による大量生産，⑤複数社の部材メーカーからの部材の安定供
給，⑥複数社へ BEV メーカーへの車載電池の供給

3 中創新航科技 2015 32.9 8.49 東風，長安汽車，吉利，NIO, Xpeng，など複数社と取引

4 億緯 能 2001 17.26 4.45 ダイムラー，起亜，BMW，など複数社と取引

5 国軒高科 1995 15.91 4.10 40社以上と取引

6 蜂巣能源 2018 8.69 2.24 長城汽車，合衆新能源，零 汽車，Xpeng，など複数社と取引

7 LG エナジー
ソリューション

2020 8.34 2.15 トヨタ，ホンダ，など複数社と取引

8 欣旺達 1997 8.3 2.14 吉利，ルノー日産，など複数社と取引

9 孚能科技 2009 5.94 1.53 第一汽車，北京汽車，長城汽車，など複数社と取引

10 正力新能 2019 5.39 1.39 上海汽車，など複数社と取引

出所：中国汽車動力電池産業創新連盟などのデータをもとに報告者作成
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表 6 電気自動車の開発・生産・販売を行う主要な既存の国有自動車メーカー

企業名 ガバナンス 設立年
2022年国内
年間販売
台数（万台）

2022年研究
開発・実験
費用（万元）

2022年研究
開発・実験
人数（人）

BEV
モデル数
（発売年）

主な合弁先 車載
電池

第一汽車 国有（中央
政府）

1953 320.39 1585239 15175 5（ 2020
～2024）

VW，トヨタ，マ
ツダ，アウディ

外部
調達

北京汽車 国有（北京
市政府）

1953 145.32 1052725 11611 6（ 2019
～2023）

ベンツ，北京現代

広州汽車 国有（広州
市政府）

1955 243.55 1391361 9502 11（2019
～2023）

ホンダ，トヨタ，
三菱，FCA

上海汽車 国有（上海
市政府）

1958 519.15 3886995 37317 31（2018
～2023）

GM，VW，ボ ル
ボ

東風汽車 国有（中央
政府）

1969 299.19 1918882 19111 16（2017
～2024）

ルノー日産，ホン
ダ，PSA，起亜

長安汽車 国有（中央
政府）

1995
（1862）

234.65 － － 9（ 2015
～2024）

フォード，スズ
キ，マツダ

奇瑞汽車 国有（遼寧
省政府）

1997 122.95 － 10000以上 9（ 2017
～2024）

ジャガー・ランド
ローバー

出所：Marklines，『中国汽車工業年鑑（2023）』などの資料をもとに筆者作成

表 7 電気自動車の開発・生産・販売を行う主要な既存の民営自動車メーカー

企業名 設立年
BEV

モデル数
（発売年）

2022年国内
年間販売
台数（万台）

市場
セグメント 開発・生産能力 競争優位 車載

電池

長城汽車
（GWM）

1984 3（ 2020
～2022）

106.75 ローエンド 他社技術の模倣，非特許
技術の活用，長年自社生
産の経験，積極的な研究
開発投資

コネクティッド（ス
マホでバッテリー
残存量のチェッ
ク，充電ステーシ
ョンの探索）や自
動運転技術の搭載

自社
生産

吉利汽車 1997 12（2019
～2024）

146.32 ローエンド 既存企業の買収（ボルボ
など），既存企業との連
携，他社技術の模倣，非
特許技術の活用，部品
メーカーとの濃密な関
係，積極的な研究開発投
資

中国初の乗用車製
造民営企業，ボル
ボの買収によるブ
ランド認知度の向
上

外部
調達

比亜迪汽
車
（BYD）

2003 16（2018
～2024）

186.87 ロ ー エ ン
ド，ミドル
エンド

①資金力：アメリカの投
資家からの投資，車載電
池の外販，補助金②既存
企業の買収，非特許技術
の活用，積極的な研究開
発投資，外部からの研究
開発人員の大量採用，設
備の半自動化

①垂直統合ビジネ
ス モ デ ル：90％
以上の内製率，②
公共事業での電気
自動車の提供，な
どによりブランド
認知度の向上

自社
生産

出所：Marklines，『中国汽車工業年鑑（2023）』などの資料をもとに筆者作成
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いては，長年の外資系企業との連携による技術
蓄積，積極的な研究開発投資，大量な研究開発
人材の採用，集中化戦略，などによって実現さ
れる，③生産能力については，既存事業での技
術蓄積，特定モデルの大量生産によるコスト削
減，などによって担保される。④電気自動車の
基幹部品である車載電池の確保方法は，外部調
達である。
2023年末時点で，中国で電気自動車の開
発・生産・販売を行う主要な既存の民営自動車
メーカーは表 7にあげられている企業である。
これらの企業の資金力，開発・生産能力，車載
電池の確保方法の共通点を整理した。第 1に，
資金力は，既存事業による資本蓄積，外部から
の資金調達，政府による補助金によって担保さ
れる，②開発能力については，大量な研究開発
人材の採用，積極的な研究開発投資，他社との
共同研究開発，非特許技術の活用，他社技術の

模倣，などによって実現される，③生産能力に
ついては，事業での技術蓄積，大量生産による
コスト削減，などの特徴がみられた，④競争優
位については，既存事業での蓄積，特定分野で
の差別化によるブランドの認知度の向上，など
によって担保される。⑤電気自動車の基幹部品
である車載電池の確保方法は，自社生産もしく
は外部調達である。
2023年末時点で，中国で電気自動車の開
発・生産・販売を行う主要な新興の自動車メー
カーは表 8にあげられている企業である。その
共通点として，①旺盛な成長投資意欲，高い失
敗許容度，②資金力は，外部からの資金調達，
政府からの補助金によって担保される。③開発
能力として自動運転，コネクティッドへの積極
的な研究開発投資，他社との共同研究開発，非
特許技術の活用，などの特徴がみられた。④生
産能力について，他社への生産委託，他社を買

表 8 電気自動車の開発・生産・販売を行う主要な新興自動車メーカー

区分 企業名 設立年 BEVモデル数
（発売年）

資金
力 開発能力 生産能力 競争戦略 車載

電池
新
興
外
資
系

テスラ
（中国）

2014 6（2012～2023） ①
外
部
か
ら
の
資
金
調
達

②
政
府
か
ら
の
補
助
金

①電動化や自
動運転への積
極的な研究開
発投資
②他社との共
同研究開発
③非特許技術
の活用

自社生産：最新
設備と生産方式
の活用

ハイエンド市場での差別化戦略 外部
調達

新
興
民
営

蔚来汽車
（NIO）

2014 7（2018～2023） 外部委託 ハイエンド市場での差別化戦略
①無料バッテリー交換式，②
ユーザー限定コミュニティの提
供，③コネクティッドや自動運
転技術の搭載

小鵬汽車
（Xpeng）

2014 6（2018～2023） 外部委託→他社
を買収し，自社
生産

ミドルエンド市場，ハイエンド
市場での差別化戦略
①独自の充電ポール，②急速充
電

理想汽車
（Li Auto）

2015 3（2022～2024） 他社を買収し，
自社生産

ハイエンド市場での差別化戦略
①世界初のピュア EV モデル
（800V の高圧・超急速充電）
②コネクティッドや自動運転技
術の搭載

零 汽車 2015 4（2021～2024） 外部委託 ローエンド市場での差別化戦略
①おしゃれで斬新な外装と内装
のデザイン，②価格性能比の高
さ合衆新能

源汽車
2014 6（2020～2024）

出所：Marklines，『中国汽車工業年鑑（2023）』などの資料をもとに筆者作成
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収することで生産能力を獲得するといった特徴
が見られた。⑤車載電池は外部調達に頼ってい
るという特徴も見られた。
（3）充電インフラの開発・生産・販売を行う

企業
本稿では，二次資料を参考に，中国で充電イ
ンフラの開発・生産・販売を行う企業，バッテ
リー交換ステーションの運営を行う企業を特定
した（図 12，図 13）。充電インフラの建設およ
び維持管理に巨額なコストがかかる。その市場
の特徴として，市場集中度が高い，があげられ
る。図 12，図 13にあげられた企業はいずれも
中国系の企業である。これらの企業はどのよう
な利害関心を持って充電インフラの開発・生
産・販売に取り組んでいるのか，これらの企業
はなぜ充電インフラの開発・生産・販売を行う

ことが可能なのかを検討するは今後の研究課題
の一つである。

4.4 制度的／構造的要因から見た中国の電気
自動車の普及実態

制度的要因とは，局所的・一時的であるが，
一定の支配性・安定性・持続性を有したパター
ン化された社会関係であり，多くの場合，意図
的に設計されたものである（原，2022）。構造
的要因とは，局所的・一時的であるが，一定の
支配性・安定性・持続性を有した，パターン化
された社会関係であり，多くの場合，個別の行
為主体の意図とは別に，さまざまな行為主体，
物的存在，制度的／構造的要因の相互作用によ
って，創発的に形成されていったものである
（原，2022）。同氏は，制度的要因と構造的要因

図 12 中国における公共充電ステーション運営台数上位 10社（2022年）（単位：万台）

出所：『中国汽車工業年鑑（2023）』をもとに筆者作成

図 13 中国におけるバッテリー交換ステーション運営台数上位 3社（2022年）（単位：台）

出所：『中国汽車工業年鑑（2023）』をもとに筆者作成
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との区別は，現実の分析実践においては困難で
あるため，制度的／構造的要因として一緒にし
て論じることを勧めている。
中国政府はどのような利害関心をもって電気
自動車産業の育成を行なったのか，中国企業は
どのような利害関心をもって車載電池・電気自
動車・充電インフラの開発・生産・販売に取り
組んでいるのか，中国企業はなぜ車載電池・電
気自動車・充電インフラの開発・生産・販売が
できるのか，中国の消費者・顧客はどのような
利害関心を持って電気自動車の採用をするの
か，などを議論する際に，中国の電気自動車産
業を取り巻く制度的／構造的要因の実態を分析
する必要がある。また，2009年中国政府が電
気自動車産業の本格的支援を始める時点で，中
国の電気自動車産業に関係する物的存在，行為
主体，制度的／構造的要因の実態はどのように
なっていたのかも議論する余地がある。紙幅の
制限上，これらの課題を今後の研究課題とす
る。

4.5 小括
以上のように，本稿では，中国における電気
自動車の普及に関係する主要な物的存在，行為
主体，制度的／構造的要因の実態（表 9）につ
いて考察した。
物的存在について，第 1に，車載電池につい
て，2023年末時点では，中国で販売されてい
る車載電池のエネルギー密度の向上，価格の低
下，安全性の改善が進んでいる。第 2に，電気
自動車について，多様なモデル，ブランド／
メーカー，航続距離，価格帯，発売年の電気自
動車が中国の電気自動車市場から入手可能にな
っている。航続距離の信頼性や故障率などの問
題は未だに残されているが，徐々に改善されつ
つある。第 3に，充電インフラについて，家庭
用の充電インフラ，公共用の充電インフラ，バ
ッテリー交換ステーションの台数が増加してお
り，充電技術の向上も見られている。
行為主体について，第 1に，電気自動車の産
業育成を行う中国政府があげられる。中国政府

表 9 （2023年末時点の）中国における電気自動車の普及実態

物的存在 車載電池 電気自動車 充電インフラ

実態 エネルギー密度の向上，価
格の低下，安全性の改善

・モデル，ブランド／メーカー，航
続距離，価格帯，発売年の多様性
・航続距離の信頼性や故障率などの
問題はいまだにあるが，改善されつ
つある

・家庭用充電インフラの増加
・公共用充電インフラの増加
・充電技術の向上
・バッテリー交換インフラの
増加

行
為
主
体

政
府

供
給
側
補助金，税優遇策，など 補助金，ダブルクレジット制度，外

資規制の撤廃，など
奨励金・補助金（≒必要な設
備投資費用），など

需
給
側

優遇政策の対象となる
BEV の中国企業製の車載
電池使用の義務付け

商用車・乗用車の補助金，購入税の
免除，ナンバープレート規制の緩
和，地方都市での免許やナンバープ
レートの免除，購入税免除の終了，
農村部への普及支援，など

家庭用充電器の無償提供，な
ど

企業 ・多数の車載電池の開発・
生産・販売に取り組む中国
企業（CATL, BYD）
・既存技術蓄積，外部調
達，など

・多数の電気自動車の開発・生産・
販売に取り組む既存の国有，民営企
業，新興企業
・既存技術蓄積，外部調達，共同研
究開発，外部人材の引き抜き，など

・多数の充電インフラの開
発・生産・販売に取り組む企
業
・外部調達，共同研究開発，
など

消費者・
顧客

・多数の車載電池メーカー ・多数の消費者・顧客 ・多数の消費者・顧客

出所：筆者作成
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は，①エネルギー安全保障対策，②大気汚染問
題対策，③地球温暖化対策，④電気自動車で自
動車先進国にキャッチアップし，自動車強国に
なりたいという利害関心から，電気自動車の産
業育成に取り組んだ。
中国政府は，電気自動車産業を育成するため
に，電気自動車の供給側・需要側に対する各種
支援策，自動車産業への参入規制の緩和，緩や
かな規制で新ビジネスを後押しするといった行
動をとってきた。中国政府の電気自動車育成策
は，①車載電池・電気自動車・充電インフラを
開発・生産・販売する企業の意欲・資金力・行
動を促進する。②消費者・顧客の電気自動車を
採用する意欲・行動を促進する。一方，中国の
車載電池・電気自動車・充電インフラなどの人
工物の状況，中国の車載電池・電気自動車・充
電インフラの開発・生産に取り組む企業，電気
自動車を採用する消費者・顧客の行動は，逆に
中国政府の産業育成策の変更といった行動を促
進している。
第 2に，多数の車載電池の開発・生産・販売
に取り組む中国企業が特定された。多数の電気
自動車の開発・生産・販売に取り組む既存の国
有自動車メーカー，既存の民営自動車メー
カー，新興自動車メーカーも特定された。さら
に，多数の充電インフラの開発・生産・販売に
取り組む中国企業も特定された。既存技術蓄積
や外部からの調達，共同研究開発などにより技
術を獲得しているという多くの企業に見られる
共通点も確認できた。
紙幅制限上，中国で電気自動車を採用する消
費者・顧客の実態，中国での電気自動車に関係
する制度的／構造的要因の実態についての考察
を今後の研究課題とする。

5．暫定的な結論と今後の研究課題

本稿では，各種統計資料や二次資料を参照に
2023年末時点での中国での電気自動車の普及
実態に関しての考察を行なった。その結果，以
下の暫定的な結論が得られた。
第 1に，2023年時点での中国での電気自動

車の普及は，単なる中国政府の産業育成策に由
来する，もしくは，中国企業の技術革新や市場
競争に由来するという簡単なものではない。中
国での電気自動車の普及は単なる技術決定論や
社会決定論的に形成されるのではなく，車載電
池・電気自動車・充電インフラ・電源構成・電
力供給などの物的存在，これらの人工物を生み
出す中国政府・多数の中国企業，これらの人工
物を採用する多数の消費者・顧客などの行為主
体，電気自動車に関係する制度的／構造的要因
（e.g. 緩やかな規制，自動車産業参入規制の緩
和，家庭用電圧），などの要因が複雑に絡み合
い，生み出される社会現象である。
第 2位，中国政府は，①エネルギー安全保障
対策，②大気汚染問題対策，③地球温暖化対
策，④電気自動車で自動車先進国にキャッチア
ップし，自動車強国になりたいという利害関心
から，電気自動車産業の育成に取り組んだ。中
国政府は，電気自動車の産業育成策として，車
載電池・電気自動車・充電インフラの供給側・
需要側にさまざまな支援策を打ち出してきた。
中国政府の電気自動車育成策は，①車載電池・
電気自動車・充電インフラを開発・生産・販売
する企業の意欲・資金力・行動を促進する。②
消費者・顧客の電気自動車を採用する意欲・行
動を促進する。さらに，自動車産業参入規制の
緩和，緩やかな自動車関連規制などの制度的／
構造的要因も企業の行動を後押ししている。そ
の結果，多様な車載電池・電気自動車・充電イ
ンフラを開発・生産・販売する企業の熾烈な競
争によって，中国では，①車載電池の性能の向
上，価格の低下が進んでいる，②航続距離・価
格帯・ブランド・モデルなどが多様な電気自動
車が市場から入手可能になっている，③充電イ
ンフラの充実と充電技術の向上が進んでいる。
こうした人工物の存在によって，中国で電気自
動車を採用する消費者・顧客も徐々に増加し，
電気自動車の普及という社会現象の形成につな
がった。さらに，中国の車載電池・電気自動
車・充電インフラなどの人工物の状況，中国の
車載電池・電気自動車・充電インフラの開発・
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生産に取り組む企業，電気自動車を採用する消
費者・顧客の行動は，逆に中国政府の産業育成
策の変更といった行動を促進している。
第 3に，中国で車載電池・電気自動車・充電
インフラの開発・生産・販売を行う企業の共通
点として，①既存の技術蓄積，②外部からの調
達，③他社との共同研究開発，④他社人材の引
き抜き，などによって資金力，開発・生産能力
を担保している，という特徴が見られた。これ
は，「なぜ中国企業は，車載電池・電気自動
車・充電インフラの開発・生産・販売ができる
のかに対しての暫定的な回答となる。
これまでのイノベーションの普及研究を整理
すると，イノベーションの知覚属性，イノベー
ション決定の種類，コミュニケーション・チャ
ンネル，チェンジ・エージェントの努力のかけ
方（Rogers, 2003），採用者間の相互作用（e.g.
筒井，2009）やマーケティング活動，企業間の
競争，社会の構造（鈴木，2013），導入のリス
クとスイッチングコスト，設備や技術（e.g.
Huarng et al., 2015），リードラグ効果（e.g. Tel-
lis et al., 2003; Horsky and Simon, 1983）などが
イノベーションの普及に影響を与えると先行研
究で指摘されてきた。本稿では，①電気自動車
の普及において，イノベーションの創出とその
採用・普及は不可分であり，相互に影響を与え
ながら同時進行する，②電気自動車の普及に
は，採用者間の相互作用だけではなく，部品
（車載電池）・製品（電気自動車）・補完資産
（充電インフラ）といった物的存在の制約のク
リア，電気自動車の産業育成に取り組む政府，
部品・製品・補完資産の開発・生産をする意欲
と能力のある企業といった行為主体，自動車産
業への参入容易さ，緩やかな規制，などの制度
的／構造的要因，などの相互作用も重要であ
る，ことを明らかにした。この点は，本稿の理
論的貢献である。
一方，本稿には，数多くの課題が残されてい
る。これらを今後の研究課題とする。
第 1に，今回は，2009年～2023年末までの
中国での電気自動車産業に関係する物的存在，

行為主体，制度的／構造的要因の実態について
考察したが，紙幅制限上，中国政府が電気自動
車の産業育成に取り組む利害関心，中国で車載
電池・電気自動車・充電インフラの開発・生
産・販売に取り組む企業の利害関心と開発・生
産能力，中国で電気自動車を採用する消費者・
顧客の特徴・利害関心，中国での電気自動車に
関係する制度的／構造的要因の実態についての
考察は不十分なままにとどまっている。今後，
中国の自動車産業の歴史的変遷を整理し，2009
年時点で中国の自動車産業の実態はどのように
なっていたのか，中国の自動車メーカーの開
発・生産能力，中国の自動車市場はどのように
なっていたのか，などを深掘りして，中国政府
はどのような利害関心を持って電気自動車の産
業育成策を始めたのか，企業はどのような利害
関心を持って車載電池・電気自動車・充電イン
フラの開発・生産・販売に取り組んだのか，中
国の消費者・顧客はどのような利害関心を持っ
て電気自動車を採用しているのか，その特徴は
何か，についての分析を精緻化する余地があ
る。
第 2に，車載電池・電気自動車・充電インフ
ラの開発・生産・販売を行う企業について，今
回は二次資料を参照にその共通点を整理した
が，今後個別企業の事例研究（企業訪問，イン
タビュー調査，二次資料調査，など）を重ね
て，個別の企業は，それぞれどのような利害関
心で車載電池・電気自動車・充電インフラの開
発・生産に取り組んでいるのか，個別の企業
は，それぞれなぜ車載電池・電気自動車・充電
インフラの開発・生産・販売ができるのか，そ
の開発・生産・販売にどのような特徴が見られ
るのか，について考察を行うことも今後の研究
課題である。さらに，複数の企業の事例研究の
横断的な比較分析より，中国の車載電池メー
カー，電気自動車メーカー，充電インフラの開
発・生産・販売に見られる共通点および相違点
を考察することも今後の研究課題である。
最後に，上記の研究課題に取り組んだ上で，
中国での電気自動車の普及実態を生み出すメカ
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ニズムに関しての分析を行うのも今後の研究課
題である。さらに，中国だけではなく，タイ
（潘，2024）や日本の電気自動車の普及実態お
よびメカニズムの分析の精緻化，および国際間
比較分析も今後の研究課題として残されてい
る。
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